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Thep町 poseof this paper is to clariかthetransition of housing policy and the secular change of 

housing supply in Taipei City. And it is focused that the amount supplied of the Public Housing 

and the Private Condominium in Taipei City企om1971 to 2000. The main conclusions are as 

follows. 

1. The仕組sitionprocess of the public housing policy is classified into three phases as 

1950・1975，1967・2000and 2001 and over. 

2. The large amount of the multi-story apa此menthad been supplied仕om1960s to 1970s， while 

the middle-high-rise had appe釘 edin the middle of 1970s. 

3. Recently， a lot of large-scale development is carried out in the supply of the public housing. 

The amounts of apartment block that of 3，000m2 or more for lot area have been increased in both 

of public housing and private condominium. 

4. In the late 1990s， the rates of mixed-use of housing of both the public housing and the private 

condominium have raised. 

Key Words : Taipei City， Public Housing， Multi-Story Ap訂tment，Private Condominium， 

Housing Policy， Housing Supply 
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1. 研究の目的と方法

60%以上を占めるようになり1)， 70年代初期には主

な都市問題=住宅問題となり大きな政治課題ともな

った 2)

1.1 研究の背景と目的

台湾では 1950年代から経済成長が続き，それに伴

い都市人口が大幅に増加した.60年代に台湾の都市

化はいっそう進展し，都市部の住宅が深刻な供給不

足に陥った結果，中低所得者層の住宅取得が困難と

なった.1971年までに台湾の都市人口は全住人口の
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1980年には都市人口は全住人口の70.3%を占める

ようになり， 2000年には 85%以上を占めるに至った.

かくして都市における住宅供給はいっそう重要な課

題となった 3)

都市化の進む台北市における「国民住宅J (後述)

の業務は， 1950年代から始められた.本来，国民住

宅は中低所得者を対象とした分譲および賃貸住宅で

あった.しかし， 2000年より国民住宅の新規建設は

段階的に削減されることとなり，将来的には既存住

宅の賃貸利用を拡大し，分譲供給を縮小することと

された (2000年時点の賃貸住宅の割合は全体の

13.5%を占めていたが， 2000年以降はその割合を

40%に引きあげることが目標とされている) 4) 
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図1戦後台北市における住宅形式の割合の変化

図2 台北市の積層集合住宅の例
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図3 台湾における主な都市型住宅形態の変遷

このように，台北市における住宅政策は現在大き

な転換期にある. したがって， 2000年までの 30年

間にわたる国民住宅の供給実態の変遷について分析

することは，こんごの台北市における住宅供給を展

望するうえで重要な意味があるものと思われる.

一方，文献 36によれば，戦後 (1946------1970年まで)

の台湾の住宅形式は 5種類に分類でき，それらは「農

村住宅J，庖舗住宅J，日式住宅J，違建 住

宅J， r積層集合住宅」である.図 1に示すように，

1946 ------1955年において最も多かったのは戦後の混

乱期の中で発生した 「違建住宅Jであり，全体の 40%

を占めた.そして 1956年以降に最も多いのは「積層

集合住宅」であり， 1966------1970年にはその割合は

72.6%に達した.さらに，行政院主計処によれば，

1995年の台北市における積層集合住宅は住宅全体

の 84.9%を占めている.つまり，積層集合住宅は現

在の台北市における第一の住宅形式となっているの

である(図 2). (ただし，文献 36でいう 「積層集

合住宅j は分譲と賃貸が区別されていないが，本稿

が研究対象とする積層集合住宅は分譲のみである). 

なお，積層集合住宅自体も時代とともに変容して

きており， 1970年代には 6階建て以上のものが広く

普及するようになった.つまり台北市における積層

集合住宅はそのほとんどが 60年代以降大量に出現

したものであるが， 70年代からは 「中高層期」に入

ってきたのである(図 3) 5) 

上述のような背景のもと， 一連の本研究では台北

市の積層集合住宅に注目し，とくに 1970年代から現

在に至るまでの 30年間における供給内容の変遷と

そこにみられる建築計画的特徴について，主に時間

軸の視点から体系的に分析することを目的とする.

本稿はその第一報として，国民住宅施策を中心と

した住宅政策の変遷を整理した上で，国民住宅と民

間住宅の供給実態の概要を明らかにする.

1. 2 既往研究の整理と本研究の位置づけ:

本研究と直接的な関連があると考えられる既往研

究のうち，台湾で発表されたもの(過去 30年間)を

整理すると，次の 7項にまとめられる.

1)住宅政策(国民住宅)及び住宅の投資計画に関す

る研究 6)

2)室内空間における使用行為に関する研究

3)積層集合住宅の外部空間に関する研究

4)積層集合住宅の建設計画に関する研究

5)団地の安全，管理問題に関する研究

6)増改築からみた居住行為に関する研究

7)住宅空間形式の変遷に関する研究

このうち 1)住宅政策(国民住宅)及び住宅の投資

計画について注目したものが論文数としては最も多

く，ついで 2)室内と外部空間における使用行為の調

査研究などを扱った研究がある.さらに近年では，

住宅政策及び集合住宅団地の安全と管理の問題につ

いて論じた研究が増えてきている.一方， 日本で発

表されたものについては，概ね以下の 4つの分野が

ある.

1)住宅政策と住戸計画に関する研究7)

2)集合住宅の立体混合使用及び混合集住に関する研
'7'n 
プし

3)住宅の変遷及び住様式の調査研究に関する研究



4)集合住宅の平面構成に関する研究

以上のような既往研究による貴重な成果のもとに

本研究は成立するのであるが， 一方で本稿の独自性

は次の 2点にあるものと考える.

1)文献の猟集・精査による国民住宅政策の整理

既往研究の中にも台湾の国民住宅(政策)を対象

としたものは存在するが，時系列にまとめ挙げた例

はない.本稿の分析はこの点を主目的のーっとして

いる.

2)国民住宅と民間住宅の比較

台北市の住宅事情を分析するにあたり，本稿では

異なる供給主体である国民住宅と民間の住宅につ

いてともに時系列に整理している.この点も本稿

の特色の一つである.
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2. 台北市の住宅事情

2. 1 人口と世帯の概要

台北市は総人口 264万人 (2000年)，台湾最大の

都市である.人口密度は極めて高く，台湾全体の平

均人口密度が 6.1人/haであるのに対し，台北市は

97.4人/haである(表 2)8) しかし，近年の人口増

加率はさほど高くなく，中心部では空洞化が生じて

きている.

次に世帯規模についてみる. 1970年代以降，台北

市における世帯数は急激に増加し， 1990年代後半ま

でに総世帯数は 86万世帯に達した.一方，台湾全体

の 1世帯当り平均人数は 3.99人であるが，台北市は

3.03人と低く(図的，台湾最低である.また，台北

市の単身世帯率は台湾全国の中で最も高く， 26.29% 

1. 3 研究の方法 を占めている 9)

分析の手順は，まず台湾における国民住宅の位置 表2台北市の基本データ

づけと台北市の住宅事情を概説し，次に台北市の都

市構造上の特性をまとめる.その上で，公共と民間

の分譲住宅における中大規模(敷地面積 3ラ000nf以

上)の積層集合住宅の供給実態について，経年的に

敷地条件と建築計画の関連性を分析する.

ここで，本研究の一連の分析において，対象とす

る国民住宅と民間分譲住宅の敷地面積を 3ρ00nf以

上とするのは次の理由による.即ち，本研究の主た

る目的は都市型積層集住空間(団地)の空間構成を

分析することにある.そのためには総戸数・階数・

棟数等の密度条件に加え，次稿以降で扱う住棟・住

戸配置についてバリエーションの生じうる敷地規模

を対象とする必要があり，そのため敷地面積 3ρ00

nf以上を対象とした(なお国民住宅の場合， 3.000 

nf以上の団地は総件数の約 6害IJを占める) • 

なお，本研究で用いる資料は台北市役所に保管さ

れている国民住宅と民間住宅の団地竣工図のうち，

台北市内の 1971"""'2000年における敷地面積 3.000nf 

以上の積層集合住宅団地のうち有効なもの全てであ

る.サンフ。ノレの内訳は 国民住宅の総件数 137件の

うち，有効件数 124件 (91見) ，民間住宅の総件数

375件のうち有効件数 285件 (76弘)である.したが

って有効なサンフ。ル数の合計は 409件 (80弘)である

(表1).

表 1台北市における (1971'"'-' 2000)中大規模積層集
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図4台北市における世帯数と1世帯当り人数

2. 2 住宅の形態と水準

台湾全体の総住宅数は 697.5万戸，空き家率は

21.2%である. 一方，台北市は住宅数 82.7万戸， 空

き家率 16.9%である.住宅の用途についてみると，

専用住宅率は台湾全体が 88.5%，台北市は 90.3%を

占める]()) また所有形態については，台北市の持家

率は72.220/0，借家率は 27.780/0を占め 11) 台湾全体

と比べて l害iJほど借家率が高い.

次に，住宅の建て方についてみると， 1995年に行

われた「台湾行政院主計処」による人口及び居住状

況調査統計によれば，台湾全体で l戸建て住宅の占

める割合は平均 12.92%であるが，台北市では極めて

低く 2.20%にとどまっている 12) 一方，積層集合住

宅が占める割合は台湾全体で 34.78%であるが，台北

市の割合は最も高く 84.87%を占めている. 1995年

時点の台北市の平均 l戸当たり延床面積は 103.95ば

であり，台湾全体の平均 l戸当たり面積 113.98niと

比べ 1害IJほど小さい.ただし人当たり面積は台
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湾全体で 27.11rd，台北市では 25.95ばである.

3. 台湾の住宅政策にみる国民住宅の位置づけ

3. 1 台湾の住宅政策

国民住宅の基本政策は「関懐弱勢J，住者適其

屋Jであり，簡単に言えば中低所得者が適当な住宅

を持つことを政府が保障するというものである 13)

本稿が主な分析対象とする 1970年代よりも前，

1957年に台湾政府は「興建国民住宅貸款条例Jを公

布した.この条例は，政府が国民に資金を賃与して，

住宅の自立建設を促進するという内容であり，政府

による国民住宅の直接供給は推進されなかった.

1975年に「国民住宅条例Jが定められ，そして「六

年経済建設計画Jと国の「十二項重大建設」の中に

国民住宅の建設(直接供給)が含まれた.その結果，

1976........1981年の 6年間に国民住宅の竣工総戸数は

106，000戸に達した.この時以降，国民住宅は積極的

に建設(直接供給)されてきた凶.

なお，こうした国民住宅の主な供給形態は原則と

して分譲住宅であるが，余剰(空き家)については

賃貸住宅として供給されることもある.

3. 2 国民住宅政策の展開

台湾の国民住宅の発展過程は時期と担当部局によ

り以下の 8段階に分けられる 15)

1) 1953........1958年

戦後， 日本統治時代から残る住宅が国民住宅とし

て庶民や労働者に提供された. 1950年に「台北市市

民住宅興建委員会」が設立，また 1957年には「興建

国民住宅貸款条例」が公布され，初めて中央政府が

直接に国民住宅の建設業務を扱うこととなった.

2) 1959........1965年

国民住宅の業務は中央政府から台湾省(当初中央

政府の中に台湾省が設立されたが，後に廃止された)

へ委譲された.この段階での国民住宅の主な業務は

住宅取得(建設)資金の貸付，ついで民間との共同

建設であり，政府が直接建設し提供することはほと

んどない.

3) 1966 ........1974年

1965年から「平価住宅J16) が現れ， 1972年には

国民住宅計画のなかで中低所得者のために小規模な

低価格住宅を提供するという内容が明記された17)

翌 1973年に当時の行政院院長蒋経国氏により「健

全都市発展九項措置」が指示され， 1975年 12月に

「国民住宅条例Jが公布された 18) また 1974年に

台北市政府国民住宅処が設立され，台北市の国民住

宅に係る業務のすべてが初めて台湾省の管轄から独

立した.この時から，国民住宅の用途として専用住

宅だけでなく「混合使用」の割合が高まった(図 5). 

なお 1980年代から専用住宅の割合が高まるが，

1990年代後半には再び混合使用の割合が高まる.
図規合使用(国民) 図 混 合 使 用{民間)

圃専用住宅 . 専 用 住 宅

~七:ホ 4 刊日 Y~ 1971-1975 

I ----1 ー『

4) 1975........1981年

1975年に公布された「国民住宅条例Jの主な要点

は 2点あった.即ち1)政府が国民住宅を直接建設

して売却(分譲)する， 2)低所得者に対して住宅取

得(建設)資金が貸し付けるということである削.

ところで， 1976年から 1981年までは「六年経済

建設段階Jであり，その経済計画の中に国民住宅の

建設計画も含まれていた.この時から台湾政府は以

前よりも積極的に国民住宅の建設業務に携わりはじ

めた. 1979年になると「十二項重大建設」に国民住

宅の建設計画がもりこまれ，国民住宅の建設が促進

された.同年，高雄市国民住宅処が設立され，これ

以降，台湾の国民住宅の主な供給・管理部門は台湾

省，台北市，高雄市に 3分されることとなった.

一方，この時期から地価が高騰し，都市部での土

地取得が困難になった.そこで，国民住宅部門と国

防部が協同で|日軍春村20)の再開発を行うようになっ

た.1980年から始まった rl0年計画J (1980........1989) 

は 10年間で60万戸を完成する予定で、あったが， 1981

年末に発生した世界同時不況の影響を受け，国民住

宅と民間住宅に多くの余剰(空き家)が生じた.そ

のため， 1983年から国民住宅政策の供給計画が修正

され，国民住宅の供給速度は緩やかになった 21)

5) 1982........1985年

不況下，前期の余剰問題が続いた.特に 1981""" 

1986年の問，不動産業が不景気になると共に国民住

宅の余剰問題がクローズアップされてきたため，

1982年7月 30日に国民住宅政策が再修正され民

間主体による国民住宅供給の奨励」が加えられた 22)

また， 1984年に内政部より「国民住宅社区規画及

び住宅設計規則J23)が公布された.これは翌 1985

年 8月より台北市における「国民住宅社区互助組織j

凶の設立を積極的に誘導するというもので、あった 25)

6) 1986........1989年

この時期より国内景気は徐々に回復し，前期の余



東J戸数は殆ど売却済みとなった.一方，台北市の住

宅団地(r住宅社区」と呼ばれる)における管理，安

全などを維持するため住宅社区内に互助組織を持つ

例が増えはじめ， 1989年までに台北市内の「国民住

宅社区互助組織Jは 50組織以上が設立された 26)

7) 1990""'"'1999年

この時期，不動産価額は暴騰し，それに伴い国民

住宅の価額も上昇した.そのため中低所得者層の住

宅取得が困難となり，国民住宅本来の目的も成立し

なくなった.この時期の政策は，政府による直接供

給だけでなく，国民に住宅取得資金を貸付け，自力

建設あるいは民間住宅購入を促進するものとなった.

ただ，台北市の場合のみ， 1976年以降も国民住宅の

供給は直接建設しか行われてない(こうした住宅を

一般国民住宅 27) という) . 

8) 2000年~現在

台北市における国民住宅の建設計画は 2000年以

前に決定された計画に基づいて執行されるが， 2000 

年以降の新規建設計画は存在しない制.

これまでの国民住宅部門の主な業務は国民住宅の

売却及び賃貸，管理と維持などであった.しかし，

将来の主な業務は一般住宅事務却)が推進される予定

である 30)

3. 3 民間住宅供給の展開 31)

民間住宅供給の展開については，以下の 5段階に

分けることができる.

1) 1961年以前

民間住宅の供給主体は個人あるいは家族経営によ

る小規模な会社が多い.そして主な住宅商品は1， 2 

階建て連続住宅が多いが， 1959""'"'1965には 3"-5階

建て集合住宅を大量に供給していた.

2) 1961""'"'1971年

1961年以降，不動産業界の運営方式は以前より大

きな組織規模で運営されるようになり，住宅商品の

宣伝とサービスなどのソフト面が重視された.そし

て 1969年 7月頃に「台北市建築投資商業公会」が設

立され，台湾では初めての民間の住宅供給組織が現

れた.またこの頃から 4階建て共同住宅が現れてき

たが，主な需要者は中・高収得者層で、あった.

3) 1971 -----1981年

1971年に世界的なエネルギー危機と通貨インフ

レーションが生じ，不動産価格が暴騰した.一方，

1973年6月，政府は物価安定のため穏定物価及

び高層限建措置」を公布し，郊外部では 4階建て共

同住宅と別荘が大量に建設された. しかし翌年 7月

にその禁令が中止され，台北では 6階以上の建物が

増えてきた.当時，台北市内では「万国大度」と現
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れる住商混合の共同住宅(I階小売， 2.-，...，3階オフィ

ス， 4.-，...，7階単身及び小規模世帯付け住宅， 8.-，...，9階一

般世帯向け住宅といった居住形態)が現れはじめた

32) そして 1979年 3月以降，石油価格の暴騰に伴

い不動産価格も上昇し，それ以降民間部門が成長・

拡大してきた.

4) 1981.-，...，1986年

1981年以降，台湾の不動産業は不況に陥り，行政

院による住宅調査の結果によればこの当時の空き家

戸数は全体で 45万戸以上にのぼった.特に， 1982 

-----1984年の聞に不動産市場は不況が続き，台湾では

300社もの民間企業が倒産した.一方で翌年，国内

では「太平洋房屋公司Jとしづ大型の住宅会社のよ

うな全国企業が初めて現れた.

5) 1986年~現在

1986年以降，不動産の景気は回復した.特に 1997

年以降，不動産価格が激しく暴騰しつつあり，台北

市内では富裕層向けに， 1戸当り居住規模が 80坪以

上の大坪数・低密度という住宅(r豪宅」と呼ばれ

る)が現れてきた:，3)

4. 供給主体別にみた供給動向

4. 1 新築件数と総戸数

1970年代前半，国民住宅の新築件数は極めて少な

い.しかし 1970年代後半以降には新築件数が増えは

じめ， 1990年代後半になると新築件数は 2.60/0を占

める.一方，総戸数では， 1990年代前半以前の台北

市における民間住宅供給の割合が全住宅のほぼ

80%以上を占めていたが， 90年代後半には国民住宅

が台北市全住宅の 24.2%を占めるに至った(図 6). 

.固I!佳宅の新提件数の割合口民閉め新銀件数の割合 目国民佳宅の総戸数の割合口民聞の能戸数の割合

J 

」、J 

九、 ，、、、r、、、J

100 80 60 40 20 

70年代前

70年代後

80年代前

80年代後

90年代前

90年代後

古 tt

-/ 

¥¥  -/ 

- 先行
¥ 

-・・E又よL-/パ

-・E
~、 1

20 40 60 80 100 
(単位也)

図6台北市における国民と民間積層集合住宅の新築件数

及び総戸数の割合

4. 2 中大規模積層集合住宅の供給動向

1970年代後半になると，国民住宅では敷地面積

3β00 rrf以上の中大規模積層集合住宅団地の開発件

数が増えてきた.1980年代後半にいったん減少した

が， 1990年代前半には再び増えてきた.一方，民間

の場合は 1970年代後半から漸増が続き， 1990年代
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図10国民住宅における積層集合住宅団地の総戸数と割合
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後半にはほぼ 5%を占める.

中大規模積層集合住宅団地の総戸数も新築件数と

ほぼ同様の傾向を示す. 1950年代後半には国民住宅

が台北市全住宅の 22.5%，民間の住宅が 26.6%をそ

れぞれ占め，両方を合わせると全体の 49.10/0を占め

た(図 7) .即ち，近年における台北市の新規住宅

供給の約半数は中大規模の積層集合住宅団地である.

国民住宅における敷地面積 3，000rrf以上の中大規

模積層集合住宅の開発件数は全体の 69.5%を占め，

総戸数では 70.8%を占める(図 8) .一方，民間で

は 70年代から開発件数自体は著しく減少している

ものの，敷地面積 3.000rrf以上の開発件数は増えて

きた(図 9) .総戸数は全体の 8.5%を占める.

国民住宅と民間の両方を合わせてみると，敷地面積

3，000 rrf以上の総戸数は台北市全体の 14.10/0を占め

る.以上をみると，国民住宅の主な開発形態は中大

規模住宅団地である(図 8) . 

ところで，国民住宅と民間両方の総戸数をみると，

国民住宅における敷地面積 3，000 rrf以上の総戸数は

全体の 70.8%を占めており，特に 90年代後半には

930/0を占める(図 10) .一方，民間の場合は 70年

代後半から敷地面積 3，000rrf以上の総戸数の割合も

増えてきた.特に 90年代後半には台北市全体の

35.1%を占めた(図 11) . 

5. まとめ

1)台北市は人口密度が高く (97.4人/ha)，積層集合

住宅の割合が極めて高い (84.87%) . したがって

高密度の集住空間が形成されていると考えられ，

台湾の中でも極めて特徴的な都市であると言える.

2)台北市における国民住宅に関する政策には 1976

年と 2000年に大きな転換がある.即ち， 1975年を

境として，従来の民間部門の参画が減少しほとん

どが政府による直接建設となった.即ち，台北市

における 1975年以前の国民住宅政策は間接供給方

式であったが， 1976年と 2000年の間に直接供給方

式に転換した.さらに， 2000年以降は分譲住宅か

ら賃貸住宅へと中心的な供給方式が転換される.

3)民間住宅の場合は， 1961年より不動産業が成長し，

1985年になると大型会社のような全国企業が現れ

てきた.一方，台北市における積層集合住宅はそ

のほとんどが 1960年代以降大量に出現したもので

ア立 J.，' j あり，とくに 1例年代からは 6階建て以上の中高

占有軍 10日 層期に入った.

図11年度別民間における積層集合住宅団地の総戸数と割合 4)住宅の用途については，国民住宅では当初高かっ

た混合使用の割合が 1980年代にいったん低下した

後再び高まる。一方，民間住宅では当初専用住宅



の割合が高かったものの次第に低下し，混合使用

の割合が上昇してきた.その結果， 1990年代後半

には双方とも混合使用の割合が高まった.

5)国民住宅と民間共に 3，000rrf以上の中大規模積層

集合住宅団地の新築件数および総戸数がしだいに

増えてきた.特に 1990年代後半になると，双方に

おける 3，000 rrf以上の中大規模積層集合住宅団地

の総戸数が全体の 49.1%を占める.

6) 1970年代から 2ωo年までの 30年間，国民住宅で

は中大規模積層集合住宅団地の開発を促進する政

策が採られ，全供給戸数の 70.8%を占めるに至っ

た.一方，民間の場合，供給件数が減少する中で

3，000--4ラ000rrf未満の中規模団地の割合が高まっ

てきている.

注

1)参考文献 53

2)参考文献 36

3)参考文献 54

4) 参考文献 44

5)参考文献 31

6)本文中の 7分類のうち1)に属するものとして参

考文献 16，17， 2) に属するものとして参考文献

18， 19， 3)に属するものとして参考文献 20，21， 

4) に属するものとして参考文献 22，23， 5) に

属するものとして参考文献 24，25， 6) に属する

ものとして参考文献 6，26， 7) に属するものと

して参考文献 27，28などが挙げられる.

7)本文中の 4分類のうち1)に属するものとして参

考文献 7，8， 2)に属するものとして参考文献 9，

10， 3) に属するものとして参考文献 11， 12， 4) 

に属するものとして参考文献 13，14， 15などが

供給方式

皇斗草!.!!i
ニ盤且阜主主

附図 l台北市における国民住宅の供給部署の変遷及び供給方式

附表 l 戦後台北市における国民住宅の建設成果及び部署発展

ある.

8)参考文献 50

9)参考文献 50

10)参考文献 51

11)参考文献 51

12)参考文献 51

13)参考文献 38

14)参考文献 54
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1967年まで台湾政府による国民住宅の直接供給

は行われなかった.それが 1968年になると政府によ

る直接供給が増え， 1976年以降の台北市における国

民住宅の供給方式は，そのほとんどが台湾政府によ

る直接供給となった(附図1).

国民住宅は，厳密にはその建設形式により 8分類

することができる.そのうち， 1950--2000年まで政

府が直接供給した一般国民住宅は国民住宅の総戸数

の66%を占め，特に 1976"-'2000年までの間では一般

国民住宅の割合が 99.90/0に達している(附表1).

15)参考文献 40

16)台湾政府から低所得者や障害者などに対して供

給される小坪数の低廉住宅を指す.

17)参考文献 42

18)参考文献43

19)参考文献 42

20)軍春村:台湾政府が 1949年，園軍(国の軍隊)

の家族のため新たに建設した一戸建て住宅団地

あるいは日本統治時代から残っている住宅

「日式住宅Jなどを提供した住宅団地は「軍春

村j と呼ばれた(台北市内で日本統治時代か

ら残っている住宅団地は 2 箇所のみ，合計 76

戸) .台湾で軍春村が一番多いのは台北市であ

り，総戸数の 17.1%を占める(合計 9978戸)

附表 3 台北市における国民住宅の土地取得方について

年度別 敷地規襖 鵬入 収用 賃貸 委建 軍.村改築
1976-1980 全体的 75.0 15.6 3.1 3.1 3.1 

30∞d以上 s・.1 13.6 4.5 4.5 18.2 

1981-1985 全体的 85.1 7.0 9.3 18.6 

30∞rrf以上 6.5 6.5 6.5 !まさ.0..‘l 

1986-1990 全体的 89.2 30.8 

30∞rrf以上 25.0 8.0 71.0 
1991-1995 主30主∞主ばL以上

32.0 4.0 2.0 62.0 
40.0 11.1 ぐ82..0

1996-2000 |全体的 80.0 15.0 25.0 
30∞rrf以上 33.3 字:5U

累計 全体的 56.3 8.2 0.6 3.8 31.0 
30∞rrf以上 '..3 8.4 1.1 3.2 21.1 

-軍司書村~l1:築の数 1:1郡分自書 J入を含も.

ホ国畏1王宅資料.編と国民住宅統計年報よ川作風

合計 協同建設 奨励投資 貸付市民自建 貸付公務員自建 平価住宅 整建住宅 華江都市更新 一般国民住宅
年度 部 署 c。叩@帽tr咽 As.istance to P附・te S凶sidizedHousing SYb.idi>od Housing for Relief Re-Set~emen\ Urbll1 Renewal at Pub‘c 

HousI1g Inv，時国entHOU'I1R for C抑留1$ Pubic Ser咽 nts& Teache陪 Hou.I1g HousI1g H凶Chill1g HousI1g 

1950~1961 台j市市民住宅 t建委員会 4615 309。 1190 お5

1962~ 1967 台1;市国民住E E建墨画会 12742 1119 1835 991 2797 

1968~ 1975 台1;市国民住 区.話番届会 10370 667 309 関4 7180 428 1282 

1976~2000 4‘ レ古昔. 49811 45 491舗

合計 77538 3ωo 2309 8ω7 1300 切4 9977 473 51048 

2000年台北市統計要覧より作成
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もともと軍春村の規模は 50戸以下の場合は

合計 1316戸 (55箇所) ， 51 ""' 1 00戸のは合計

2601戸(19箇所) ， 101 ""'200戸のは合計 2702

戸(19箇所) ， 201""'400戸のは合計 2054戸 (8

箇所) ， 400戸以上のは合計 1314戸(3箇所) . 

合計 9987戸(120箇所)である.軍春村は 1956

年以前に建設されたものが多い. 1971年まで

のものを合わせると 90.10/0を占める.した

がって軍春村のほとんどは 1971年以前に建設

されたものである(附表 2) . 

台北市における国民住宅の土地取得方式は大きく

5分類できる.すなわち 1)購入， 2)収用， 3)賃

貸， 4)委託建設， 5)軍春村改築である. 1975年

以降台北市では軍谷村を改築して国民住宅に転用

してきた.特に 80年代以降，軍春村の改築は台北

市における中大規模国民住宅団地の主な土地取得

の手段となっている(附表 3)

21)参考文献 53

22)参考文献 42，43 

1.政府が直接供給する(用地取得→計画設計→

施工→分配と管理)

2.住宅取得資金を貸し付け 園民が自力建設す

る.

3.民間団体による国民住宅の建設を奨励する(民

問主体が自力で用地取得一計画設計一施工一

分譲及び管理を行う) . 

4. 住宅取得資金を貸し付け，園民が民間住宅を

購入する.

23)参考文献 42

24)本文には「社区Jの定義は台湾の集住単位という

意味である.

25)参考文献 43

26)参考文献43

27)1975年から政府による国民住宅を直接供給する

のは一 般国民住宅を呼ばれる.

28)台北市国民住宅処第 1科.

29)国民住宅の一般住宅事務は 3つに分類される.

l.住宅市場:例えば管理法規，情報サービス，住

宅金融，賃貸管理など

2.住宅手当:例えば国民住宅の管理と維持，貸付

けなど

3.住宅品質:例えば国民住宅団地の管理維持，住

宅安全の管制，住宅の建設管理など.

また，国民住宅政策の今後の発展方針は以下の

内容とされる:

1)賃貸を主とし，分譲は供給を縮小する.

2)国民住宅処は国軍と一緒に「旧軍春村改築

計画」を施行し，中低収得者層に国民住宅

を提供する.

3)国民住宅団地では 1階の使用形態は多用途，

多機能が目標である.

4)土地を充分に活用し延床面積を増加してオ

ープンスペースを取るという計画方針で

ある

5)建設標準化.

6)管理及び維持のため，管理組織を設立する.

30)参考文献44

31)参考文献42，45 

32)参考文献 36

33)参考文献42
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